
名古屋市会 

平成30年9月定例会の概要①(速報版) 

■発⾏ 名古屋市会 

編集委員会 

■電話番号 972-2094

 ○会期 ９⽉14⽇ 10⽉17⽇(34⽇間)  ○市⻑提出案件 43件、議員提出議案 6件  

■市⻑提出案件 

補正予算が成⽴   台⾵第21号による災害復旧など   

１ 「平成30年度名古屋市⼀般会計補正予算（第３号）」など４件 
 いずれも全会⼀致により原案どおり可決 

【主な内容】                            （100万円未満は四捨五⼊） 

台⾵第21号による災害復旧 
 台⾵第21号による被害に対し早急に対応するための、道路照明や公園樹などの災害復旧 

2億1,500万円

再犯防⽌推進モデル事業 
 軽微な犯罪によって起訴猶予処分となり、福祉的な⽀援が必要とされた⾼齢者等に必要な⽀援などの実施

400万円

市⺠御岳休暇村セントラル・ロッジ等復旧⼯事の設計 
平成29年6⽉の⻑野県南部の地震により被害を受けたセントラル・ロッジ等復旧⼯事の設計

1,100万円

総合リハビリテーションセンターにおける就労定着⽀援及び⾃⽴⽣活援助 
 総合リハビリテーションセンターにおいて、障害者の就労定着⽀援や⾃⽴⽣活援助を新たに実施

600万円

地域密着型サービス事業所等の消防設備整備補助 
 地域密着型サービス事業所等のスプリンクラー設備などの設置に対する補助

1,900万円

保育所及び学校のブロック塀撤去等の設計 
保育所及び⼩･中･⾼等学校において、現⾏の建築基準に不適合のブロック塀等の撤去及びフェンス新設の設計

2,800万円

２ 「名古屋市総合リハビリテーションセンター条例の⼀部改正について」など17件 
  いずれも全会⼀致により原案どおり可決 

●17件は次のとおりです。 

○名古屋市総合リハビリテーションセンター条例の⼀部改正について 

○区役所⽀所の設置並びに名称及び所管区域に関する条例の⼀部改正について 

○名古屋市コミュニティセンター条例の⼀部改正について 

○名古屋市屋外広告物条例の⼀部改正について 

○名古屋市建築基準法施⾏条例の⼀部改正について 

○損害賠償の額の決定について（3件） 

○指定管理者の指定について（5件） 

○名古屋港内の公有⽔⾯埋⽴てについて（2件） 

○市道路線の認定及び廃⽌について 

○訴えの提起について 

３ 「名古屋市下⽔汚泥焼却施設整備等事業者選定審議会条例の制定について」 
 賛成多数により原案どおり可決 

４ 「教育委員会の委員選任について」及び「愛知県公安委員会の委員推せんについて」 
 いずれも全会⼀致により同意 



平成29年度決算認定案19件について「認定」または「可決及び認定」

５ 「平成29年度名古屋市⼀般会計歳⼊歳出決算の認定について」など11件 

 いずれも賛成多数により認定または原案どおり可決及び認定 
 

   （⼀般会計の決算状況） 

     ○歳⼊決算額は１兆1,658億円余、歳出決算額は１兆1,596億円余でした。 

     ○前年度に⽐べ歳⼊は954億円余増加し、歳出は1,010億円余増加しました。 

     ○翌年度繰越財源31億円余を差し引いた実質収⽀は31億円余の⿊字でした。  
   

６ 「平成29年度名古屋市市場及びと畜場特別会計歳⼊歳出決算の認定について」など８件  

 いずれも全会⼀致により認定または原案どおり可決及び認定 

!  平成29年度決算認定案の審査の概要は、「平成30年9⽉定例会の概要②(速報版)」に掲載しています。 

■議員提出議案 

１ 「意⾒書」(5件)   いずれも全会⼀致により原案どおり可決 

・次の５件の意⾒書を可決し、国会及び関係⾏政庁に提出しました。 

○賃貸物件による保育所に対する補助制度の拡充に関する意⾒書 

賃貸物件による保育所において、賃借料加算の単価の引き上げと、より実勢に適合した単
価に改めることなどを強く要望するものです。 

○下⽔道施設の改築に係る国庫補助の継続に関する意⾒書 

下⽔道の公共的役割に対する国の責務は新設時も改築時も変わるものではないことから、
下⽔道施設の改築に係る国庫補助を継続するよう強く要望するものです。 

○ヘルプマーク及びヘルプカードのさらなる普及促進を求める意⾒書 

  各地⽅公共団体が⾏うヘルプマーク及びヘルプカードの普及や理解促進の取り組みに 
対しての財政的な⽀援を充実させることなどを強く要望するものです。 

○被災者⽣活再建⽀援法の⽀援対象拡⼤に関する意⾒書 

  相次ぐ⼤規模災害による建物被害の状況を踏まえ、被災者⽣活再建⽀援法の⽀援対象の 
拡⼤を検討するよう強く要望するものです。 

○⽣活保護受給世帯の冷房器具設置に関する意⾒書 

冷房器具の購⼊費⽤⽀給の対象者について、冷房器具の持ち合わせがない全ての被保護 
世帯を対象とすることなどを強く要望するものです。 

※ 意⾒書の全⽂は市ウェブサイト(市会情報)でご覧いただけます。 

２ 「地域環境審議会委員の推薦について」  全会⼀致により原案どおり可決 
 
本紙は速報版です。平成30年12⽉に発⾏予定の｢市会だより｣(９⽉定例会特集号)もぜひご覧下さい。 

この定例会の概要(速報版)は、市ウェブサイト(市会情報)でもご覧いただけます。 

市ウェブサイト(市会情報)〔アドレス http://www.city.nagoya.jp/shikai/〕からお⼊り下さい。 


